
1．継続組織の前提に関する注記

該当事項はありません。

2．重要な会計方針

　　　  その他有価証券 

　　時価のあるもの・・・決算日の市場価額等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法）によっている。

　　時価のないもの・・・移動平均法に基づく原価法によっている。

　      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

投資有価証券－債券 1,168,202,201 100,000,000 106,688,640 1,161,513,561

投資有価証券－投資信託 2,907,012,139 0 118,655,908 2,788,356,231

投資有価証券－株式 1,343,070,783 30,939,423 65,900,000 1,308,110,206

5,418,285,123 130,939,423 291,244,548 5,257,979,998

積立基金　

　投資有価証券-債券 493,652,799 294,506,359 200,000,000 588,159,158

　投資有価証券-投資信託 437,958,970 161,705,235 132,055,870 467,608,335

　投資有価証券－株式 539,689,500 99,663,360 169,184,820 470,168,040

　定期預金 85,000,000 0 85,000,000 0

　定期預金-感染症関連研究支援基金 106,522,491 2,135 693,250 105,831,376

1,662,823,760 555,877,089 586,933,940 1,631,766,909

7,081,108,883 686,816,512 878,178,488 6,889,746,907

4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

投資有価証券－債券 1,161,513,561 (0) (1,161,513,561) -

投資有価証券－投資信託 2,788,356,231 (0) (2,788,356,231) -

投資有価証券－株式 1,308,110,206 (0) (1,308,110,206) -

5,257,979,998 (0) (5,257,979,998) -

積立基金　

　投資有価証券－債券 588,159,158 (0) (588,159,158) -

　投資有価証券－投資信託 467,608,335 (0) (467,608,335) -

　投資有価証券－株式 470,168,040 (0) (470,168,040) -

　定期預金 0 (0) (0) -

　定期預金-感染症関連研究支援基金 105,831,376 (105,831,376) (0) -

1,631,766,909 (105,831,376) (1,525,935,533) -

6,889,746,907 (105,831,376) (6,783,915,531) -
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5．担保に供している資産

担保に供している資産はありません。

6．保証債務等の偶発債務

　　　　　　　保証債務等の偶発債務はありません。該当する債務はありません。

7．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　　補助金等はありません。

8．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

金額

経常収益への振替額

受取寄附金振替額（日立感染症関連研究支援基金） 693,250

693,250

9．関連当事者との取引の内容

　　　　関連当事者との取引はありません。

10．金融商品の状況に関する事項

当財団は、公益目的事業及び法人運営の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、株式、

デリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品により資産運用を行っている。

投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品であり、発行体の信用

リスク、金利の変動リスク、為替の変動リスク及び株式等その他市場価格の変動リスクにさらされている。

債券及びデリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品については発行体の信用情報や時価の

情報を、株式については時価を定期的に把握し、資産運用の経過や結果ついて定期的に常務理事、

理事長、理事会に報告している。

11．重要な後発事象

　　　　該当事項はありません。

　　　　（1）　金融商品に対する取り組み方針

　　　　（2）　金融商品の内容及びリスク

　　　　（3）　金融商品のリスクにかかる管理体制
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